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資料４－１ 各事業方式の特徴・役割分担の比較表 

項 目 
公設公営方式 公設民営方式 民設民営方式 

従来方式 ＤＢ方式 ＤＢＯ方式 ＤＢ＋Ｏ方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 

発注方式  仕様分離発注  性能発注＋仕様発注  性能一括発注  性能一括発注  性能一括発注  

事業方式の概要  

現状の下水処理場の実施方式に同じく、設

備を自治体が所有し運営管理は直営とす

るが、設備の設計、建設、運転・維持管理

を業者に外部委託する方式。 

設備を自治体が所有し、運営管理は直営と

するが、設備の設計・建設を一括して燃料

化事業会社に発注し、運転・維持管理を業

者に外部委託する方式。 

設備は自治体が所有するが、燃料化事業

会社に設備の建設・運転・維持管理、燃料

の輸送・販売など、一切の業務運営を一括

して発注し、事業全体への責任を負わせる

方式。 

基本的にはＤＢＯ方式と同じ内容であるが、

設計・建設の委託と、施設の運転・維持管

理業務（燃料の輸送・販売を含む）とを別途

契約する方式。（事業全体への責任を負わ

せる点では同じ。） 

設備は自治体が所有するが、燃料化事業

会社が資金調達を行い、設備の建設・運

転・保守管理、燃料の輸送・販売など、一

切の業務運営を一括して実施し、事業全体

への責任を負う方式。 

具
体
的
な
役
割
等 

事業主体  自治体  自治体  自治体  自治体  民 間  

設計  自治体  
自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 
民 間  

建設  自治体  
自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 
民 間  

運営  自治体  
自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 

自治体  

（民間主体） 
民 間  

資金調達  自治体  自治体  自治体  自治体  
自治体と民間  

（サービス購入型） 

所有権  自治体  自治体  自治体  自治体  
自治体  

（施設建設後に譲渡） 

運営管理  

委託期間  
単年度  単年度  

複数年度  

（事業期間） 
単年度～複数年度  

複数年度  

（事業期間） 

事業者選定方式  一般競争入札  
総合評価一般競争入札方式  

(一般公募型プロポーザル方式も可) 

総合評価一般競争入札方式、又は 

一般公募型プロポーザル方式  

総合評価一般競争入札方式、又は 

一般公募型プロポーザル方式  

総合評価一般競争入札方式、又は 

一般公募型プロポーザル方式  

 

 

 

特 徴  

 

□長所  

■短所  

□設計、建設、運転、維持管理に一定

の質が期待できる。 

■個々の業者のノウハウ、専有技術によ

るものであるため、詳細設計が困難。 

■事業の継続性を担保するには燃料購入

事業者に長期利用義務を負わせる必要

があるが、本法式ではそれが出来ず、事

業の継続性が損なわれる可能性がある。

■事業運営の効率性が期待出来ない。 

 

□設計・建設の一括発注により、民間の

創意工夫が期待できる。 

■自治体が燃料化汚泥の引取先を確保す

る必要があるが、単独で確保するのが困

難である。 

■事業運営の効率性が期待出来ない。 

 

□設計～維持管理運営までの事業全体へ

の責任を負わせることで、民間企業の創

意工夫やノウハウの活用により、事業の

運営、財政面での効率化が期待できる。

□リスクを官民に適正に分担することで、リ

スク回避ができる。 

 

□設計～維持管理運営までの事業全体へ

の責任を負わせることで、民間企業の創

意工夫やノウハウの活用により、事業の

運営、財政面での効率化が期待でき

る。 

□リスクを官民に適正に分担すること

で、リスク回避ができる。 

 

□設計～維持管理運営までの事業全体へ

の責任を負わせることで、民間企業の創

意工夫やノウハウの活用により、事業の

運営、財政面での効率化が期待できる。

□リスクを官民に適正に分担することで、リ

スク回避ができる。 

■資金調達の際に、借入金利が高くな

る（リスクが上乗される）ため、事業規

模によってはＶＦＭが出ない場合があ

る。 

■ＰＦＩ法に則った事業契約となるため、

専門的な知識が求められ、事業着手

までの期間が他方式よりも長くなる。 

※ 具体的な役割等における着色個所は、民間業者が関与する箇所を表している 

※ 民設民営方式のＰＦＩについては、ＢＯＴは税制上不利となるため、ＢＴＯを比較対象として設定した。 
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資料４－２ 要求水準書に記載する項目の例（固形燃料化技術） 

 

1-1.概 要 

(1) 事業目的 

(2) 事業名 

(3) 事業期間 

(4) 事業概要 

(5) 整備運営方針 

(6) 事業者の責任 

(7) 施工場所及び事業用地範囲 

(8) 敷地の立地条件等 

(9) 敷地の立地条件等 

(10) 全体計画 

 

1-2 基本的な条件 

(1) 用語の定義 

(2) 処理能力 

(3) 汚泥固形燃料化技術 

(4) 温室効果ガス CO2 排出量 

(5) 事業範囲の分担 

(6) 事業者による許認可、届出等 

(7) 公害防止基準 

(8) 関係法令等の遵守 

(9) 基準、指針、仕様書等 

(10) 環境への配慮 

(11) モニタリングの実施 

 

2-1 設計及び施工 

(1) 事前調査 

(2) ユーティリティ条件 

(3) 設計に関する一般的事項 

(4) 施工に関する一般的事項 

(5) 特記事項 

 

2-2 設計に関する要求水準 

(1) 業務内容 

(2) 性能に関する要求水準 
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脱水汚泥の供給方法、脱水汚泥の量及び性状、燃料化物の規格、本施設から発生

する臭気の処理、副製造物の抑制、計画稼働日数 

(3) 施設に関する要求水準 

本施設における材料及び機器仕様、本施設に対する景観壁仕様、計 量、施設規

模，編成、消化槽加温用温水の回収、ユーティリティ、施設の安定運転、施設の安

全対策、施設敷地内の衛生管理 

(4) 設計図書の提出 

 

2-3 施工に関する要求水準 

(1) 業務内容 

(2) 施工条件 

(3) 本施設の施工 

(4) 施工に関する一般的事項 

(5) 性能確認事項 

(6) 試運転及び性能試験 

(7) 試運転における立会検査に関する要求水準 

 

3-1 維持管理及び運営 

(1) 目 的 

(2) 維持管理及び運営時のユーティリティ条件 

(3) 有資格者の配置等 

(4) 対象施設 

 

3-2 施設の維持管理及び運営に関する要求水準等 

(1) 業務内容 

(2) 業務書類等 

(3) 予定処理量及び汚泥性状 

(4) 脱水汚泥の受け入れ 

(5) 計 量 

(6) 燃料化物の買取り 

(7) 副製造物の処分 

(8) 事業終了時の施設機能の確認 

(9) 性能未達の場合の対応 
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資料４－３ 要求水準書の例（バイオガス利用技術） 

 

１ 事業の運営に関する事項 

(1) 事業対象箇所 

(2) 供給に関する条件 

バイオガス（バイオガス供給量、成分、バイオガスに関する条件、使用圧力、期間、時

間帯、単価、バイオガス以外の燃料利用）、電力供給に関する条件（電力供給能力、

供給電圧、配線方式、回線数、周波数、期間、時間帯、供給電力単価）、安全燃焼装

置の使用基準、系統連係に関する条件、ユーティリティに関する条件、上水、下水等 

 

２ 更新建設工事に関する事項 

(1) 更新対象範囲 

(2) 更新建設期間 

(3) 既設発電設備の取扱 

(4) 取合点及び計量点等に関する条件 

(5) 仕様に関する条件 

(6) 耐震に関する条件 

(7) 更新建設期間中の現場事務所及び資材置場 

(8) 試運転に関する条件 

(9) 設計図書及び完成図書に関する条件. 

 

３ 運営・維持管理に関する事項 

(1) 運営・維持管理の範囲 

(2) 運営・維持管理の体制 

(3) 運営・維持管理の水準 

(4) 既設発電設備の維持管理について 

(5) 運営・維持管理に関するその他の留意事項 

 

４ その他の事項 

(1) 環境負荷対策に関する条件 

(2) 保険に関する条件 

(3) 官公署その他の関係機関に対する手続等 

 

５ 遵守すべき関係法令 
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資料４－４ 関連法規資料 

 

汚泥の燃料化及びバイオガスエネルギー利用施設を設置するにあたっては、関連法規に

準拠し、定められた期日内に許可申請や届出書類等を提出する必要がある。 

固形燃料化施設及びガスエネルギー利用施設の設置に関連する法規とその届出等を表に

示す。 

特に、バイオガスを一般事業者に供給する場合は、準用ガス事業者となるため、ガス事業

法の適用を受けるほか、用途地域における建築制限に留意する必要がある。 
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表資-4.1 関連法規資料（固形燃料化施設設備設置に伴う関係法令等） 

法律名 書類名称 条項等 対象設備 提出先 提出期限 基準・経過措置 別表で規定するもの

消防法 消 1 確認申請書（工作物） 法第88条第1項
サイロ＞8ｍ以上・その他
の処理施設

消防局・都道府県建
築士事務所

事前説明報告は建築
物確認申請の20日前

確認申請受理後20日以上で認可の
通知を受領

-

消 2 工事整備対象設備等着工届出書
施行規則第33の
18

下水汚泥燃料化建屋 消防署長 工事開始の10日前
前号に該当しない（15）次号上で

300m
2
以上の場合

施行令別表第1に該当する
もの

消 3 消防計画作成届出書 施行規則第3条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

消防署長
随時（管理権限者の指
示後）

消防法第8条、施行令第4条 別記様式第1号の2

消防法（火災予防条例） 消予 1 消防用設備等の設置、維持 法第17条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

消防署長 -
消防法施行令第13条、危険物政令
別表第4に該当（水噴霧消火設備等
を設置すべき防火対象物）

水噴霧消火設備・泡消火設
備・又は全域放出式の不活
性ガスを総称する設備

消予 2 防火管理者選任届出書
予防条例第42条
の2

事業場 消防署長 選任後遅滞なく
収容人員50人以上のもの（施行令
第1条の2の3の2）

施行規則第4条別記様式第
1号の2の2

消予 3 消防用設置等設置届出書
予防条例第43条
の2

事業場 消防署長 工事完了後4日以内
収容人員50人以上のもの（施行令
第1条の2の3の2）

施行規則第31の3様式第1
号の2の3

消予 4 指定可燃物の貯蔵届出書 予防条例第46条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

消防署長 あらかじめ
別表-7で定める数量お5倍以上（指
定数量：1,000kg）

消防法第9条の4　様式第16
号

消予 5 小量危険物等の貯蔵届出書 予防条例第46条 燃料油及び潤滑油等 消防署長 あらかじめ 指定数量の1/5以上
灯油・軽油指定数量：1,000ℓ
重油指定数量：2,000ℓ

消予 6 少量危険物タンクの検査申請書 予防条例第47条
燃料油及び潤滑油等の
タンク

消防署長 - - 様式第16号の2

消予 7 防火対象物使用開始届出所 予防条例第43条 事業場 消防署長 使用開始の7日前 - 様式第6号

消予 8 火を使用する設備等の設置届出書 予防条例第44条 乾燥機・送風機 消防署長 使用開始の7日前 - 様式第7号

消予 9 核燃料物質等の貯蔵・取扱届出書 予防条例第47条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

消防署長 使用開始の7日前 自然発火性物質及び禁水性物質 消防法第10条　様式第17条

消予 10 電気設備設置届出書
予防条例第11
条、第13条

変電設備・発電設備等 消防署長 使用開始の3日前 変電設備・発電設備・蓄電池設備 様式第8条

大気汚染防止法 大 1 ばい煙発生施設の設置の届出 法第6条第1項 ボイラー・内燃機関 都道府県知事 工事開始の60日前
経過措置：ばい煙発生施設となった
日から30日以内

法施行令別表第1に該当す
るもの

大 2 粉じん発生施設の設置等の届出 法第18条第1項 ベルトコンベア・ふるい 都道府県知事 工事開始の60日前
経過措置：ばい煙発生施設となった
日から30日以内

法施行令別表第2に該当す
るもの

悪臭防止法 悪 1 環境保全協定・公害防止協定 - アンモニアなど 市町村長 -
事故発生時の処置として、市町村長
に通報し応急処置を講ずる

施行規則第2条、施行規則
第3条、第1条悪臭防止法お
22項目に該当するもの

水質汚濁法 水 1 特定施設の設置届出 法第5条第1項 有害物質 都道府県知事 工事開始の60日前
経過措置：ばい煙発生施設となった
日から30日以内

施行令別表第1に該当する
もの及び省令1条・別表1に
該当するもの

騒音規制法 騒 1 特定施設の設置届出 法第6条第1項 空気圧縮機・送風機等 市町村長 工事開始の30日前
経過措置：ばい煙発生施設となった
日から30日以内

施行令別表第1に該当する
もの

振動規制法 振 1 特定施設の設置届出 法第6条第1項 指定地域に該当 市町村長 工事開始の30日前
経過措置：ばい煙発生施設となった
日から30日以内

施行令別表第1に該当する
もの

建築基準法 建 1 確認申請書（建築物）
法第6条第1項条
第1項

下水汚泥燃料化建屋
消防局・都道府県建
築士事務所

事前説明報告は建築
物確認申請の20日前

確認申請受理後20日以上で認可の
通知を受領

-

労働安全衛生法 労安 1 機械等設置届 法第88条第8条 下水汚泥燃料化設備 労働基準監督署長 使用開始の30日前 -
電気使用設備の定格容量
の合計300KW以上

労働基準法 労 2 適用事業報告 施行規則第57条 事業場 労働基準監督署長 遅滞なく 事業を開始した場合 様式第23号の2

整理番号
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表資-4.2 関連法規資料（固形燃料化の受入・貯蔵・払出設備の設置に伴う関係法令等） 

法律名 書類名称 条項等 対象設備 提出先 提出期限 基準・経過措置 別表で規定するもの

電気事業法 電 1 工事計画書の事前届出 施行規則第65条
下水燃料受入・貯蔵・払
出設備

市町村長 工事開始の30日前 燃料設備（別表第二）

廃棄物固形燃料の貯蔵設
備の安全を確保するための
装置の種類、能力、個数、
取付箇所等を記載

電 2 工事計画書の事前届出 施行規則第65条 廃棄物固形化燃料 市町村長 燃料設備（別表第四） 廃棄物固形化燃料

電 3 工事計画書変更届出書 法第48条第1項
下水燃料受入・貯蔵・払
出設備

経済産業大臣 工事開始の30日前 燃料設備（別表の二、三）
下水燃料受入・貯蔵・払出
設備

電 4
発電用火力設備に関する技術基
準

法第69条 廃棄物固形化燃料* 経済産業大臣 工事開始の30日前 - 湿度測定装置

電 5
発電用火力設備に関する技術基
準

法第70条 廃棄物固形化燃料* 経済産業大臣 工事開始の30日前 - 温度測定装置

電 6
発電用火力設備に関する技術基
準

法第71条 廃棄物固形化燃料* 経済産業大臣 工事開始の30日前 - 気体濃度測定装置

電 7
発電用火力設備に関する技術基
準

法第72条 廃棄物固形化燃料* 経済産業大臣 工事開始の30日前 - 燃焼防止装置

電 8
発電用火力設備に関する技術基
準

法第73条 廃棄物固形化燃料* 経済産業大臣 工事開始の30日前 - 消火装置

電 9 保安規定 法第42条第1項 事業場 経済産業大臣 仕様の開始前 施行規則第50条

電 10
主任技術者選任届
（電気主任技術者）

法第43条 電気主任技術者の選任 工事届け出前

消防法 消 2 消防用設備等の設置、維持 法第17条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

都道府県知事 -
施行令第13条　危険物政令別表第4
に該当（水噴霧消火設備等を設置す
べき防火対象物）

水噴霧消火設備・泡消火設
備・又は全域放出式の不活
性ガスを総称する設備

消 3 指定可燃物の貯蔵届出書 予防条例第46条
再生資源燃料（下水汚泥
燃料）

都道府県知事 あらかじめ
別表-8で定める数量の5倍以上（指
定するよう：1,000klg）

消防法第9条の4　様式第16
条

騒音規制法 騒 1 特定施設の設置届出 法第6条第1項 空気圧縮機・送風機等 市町村長 工事開始の30日前
経過措置：特定施設となった日から
30日以内

施行令別表第1に該当する
もの

騒 2 確認申請書（工作物） 法第88条第1項
サイロ＞8ｍ以上・その他
の処理施設

市町村長 工事開始の30日前
経過措置：特定施設となった日から
30日以内

-

工場立地法 工 1
特定工場新設（変更）届出書
（一般用）

法第6条第1項 廃棄物固形化燃料 都道府県知事 工事開始の90日前 -

大気又は水質に関する公害の
防止につき特に配慮が必要で
あると認められた地域「指定地
域」はこの限りではない。

注）＊平成16年政令第225号、数量1,000kg以上の再生資源燃料が、指定可燃物（汚泥燃料、固形燃料）として追加された。
　　　再生資源燃料の廃棄物固形化燃料（RDF）は、成分構成から水便による発熱、または可燃性ガスの発生があるものとみなされているが、下水汚泥燃料がRDFと同様あ扱いとなれば、電気事業法および消防法の届出の対象となる。

整理番号
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表資-4.3 関連法規資料（バイオガス発電機の導入に伴う関係法令等） 

法律名 ガスエンジン ガスタービン 書類名称 条項等 対象設備 提出先 提出期限 基準・経過措置 別表で規定するもの
10kW
未満

10ｋW～
1万ｋW

1万kW
以上

1000ｋW
未満

1000ｋW
以上

大気汚染防止法 大 1 ○ ○ ○ ○ ○ ばい煙発生施設の設置の届出 法第6条第1項 ボイラー・内燃機関 都道府県知事 工事開始の60日前
経過措置：ばい煙発生施設となっ
た日から30日以内

法施行令別表第1に該当するもの

大 2 ○ ○ ○ ○ ○ 固定内燃機関設置届出 Nox規制を行っている地方自治体の場合 都道府県知事

電気事業法 電 1 ○ ● ○ ● 工事計画書（変更）届出書 法第48条第1項 下水燃料受入・貯蔵・払出設備 経済産業大臣 工事開始の30日前

電 2 ● ● ● ● 工事計画書の事前届出 施行規則第65条 下水燃料受入・貯蔵・払出設備 市町村長 工事開始の30日前 燃料設備（別表第二）
廃棄物固形燃料の貯蔵設備の安全を確
保するための装置の種類、能力、個数、取
付箇所等を記載

電 3 ● ● ● ● 保安規定（変更）届出 法第42条第1項 事業場 経済産業大臣 使用開始前 施行規則第50条

電 4 ● 使用前安全管理審査申請 法第49条第1項 事業場

経済産業大臣
あるいは
発電設備技術検査協会
理事長

審査の1か月前 30,000ｋWで届の提出先が異なる 施行規則第68条

電 5 ○ ○ ○ ○ ○ 溶接安全管理審査申請 法第52条 電気事業法適用の排熱ボイラ
発電設備技術検査協
会理事長

審査の1か月前

電 6 ○ ● 主任技術者選任届
（ボイラータービン主任技術者）

法第43条 電気主任技術者の選任 経済産業大臣 工事計画届出前

電 7 ○ ● ○ ● 主任技術者選任届
（電気主任技術者）

法第43条 電気主任技術者の選任 経済産業大臣 工事計画届出前

ガス事業法 ガ 1 ○ ○ ○ ○ ○ 機器設置報告書 施行規則第111条
ガス発生設備、ガスホルダーまたは主要
な導管の設営または変更

経済産業大臣
当該施設設置または変
更後20日以内

ガ 2 ○ ○ ○ ○ ○ ガス主任技術者選任届 法第31条 ガス主任技術者の選任 経済産業大臣 選任後遅滞なく

消防法 消 1 ● ● ● ● ● 電気設備設置届出書
予防条例第12条、
第57条-7　等

非常用電源設備（自家発電設備） 消防署長 設置工事開始3日前

消 2 ○ ○ ○ ○ 少量危険物貯蔵取扱届出書 予防条例第46条 燃料油及び潤滑油等 消防署長 あらかじめ 指定数量の1/5以上
灯油・軽油指定数量：200～1,000ℓ
重油指定数量：400～2,000ℓ

消 3 ○ ○ ○ ○ 危険物貯蔵所設置許可申請 予防条例第46条 燃料油及び潤滑油等 消防署長 あらかじめ 指定数量以上
軽油：1,000ℓ以上
重油：2,000ℓ以上

消 4 ○ ○ ○ ○ 危険物保安監督者選任届 予防条例48条の3 燃料油及び潤滑油等 消防署長 竣工前

消 5 ○ ○ ○ ○ 消防用設備等設置届 法第17条 発電設備が防災用発電設備と兼用 消防署長 完工後4日以内 施行規則第31条

消 6 ○ ○ ○ ○ 液化ガス貯蔵・取扱い開始届 法第9条の2 予備燃料としてLPG貯蔵量300kg以上 消防署長 あらかじめ

建築基準法 建 1 ○ ○ ○ ○ 確認申請書（建築物）
法第6条第1項条
第1項

コージェネレーション設備の建築物の建
築・発電設備を建築基準法上の防火負
荷（肺炎設備、非常尚三重等）の予備電
源として兼用

消防局・都道府県知
事

事前説明報告は建築物
確認申請の20日前

確認申請受理後20日以上で認可
の通知を受領

建 2 ○ ○ ○ ○ 法第52条13項申請 法第52条13項
消防局・都道府県知
事

建築確認申請の2か月前 容積率の緩和申請

労働安全衛生法 労安 1 ○ ○ ○ ○ 排熱ボイラ設置届出（報告）
法第10条、法第91
条

発電用以外で同法施工令で定義された
ボイラ（小型ボイラは設置報告）

労働基準監督署長
設置届　：工事30日前
設置報告：あらかじめ

発生スチームの1/2以上が発電用
に供される場合は、電気事業法の
適用

労安 2 ○ ○ ○ ○ 排熱ボイラ落成検査申請 法第14条
ボイラの設置および変更時（ただし検査
省略の場合もある）

労働基準監督署長 検査の1か月前

注）●：必ず提出が必要　　　　　○：条件により提出が必要

整理番号

施行規則第1,2条（申請、通知の様式）
施行規則第4条（工事完了届の様式）
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参考資料－５ 燃料製品の安全性に関する資料 
「再生資源燃料等の安全の確保に係る調査検討報告書」より抜粋 
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h19/190507-2/190427-2houdou_b2.pdf 
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参考資料－６ 温室効果ガス排出量削減効果に関する資料 

 

汚泥乾燥技術の一酸化二窒素排出実態 

 

下水汚泥エネルギー化技術の導入を検討する際に、温室効果ガス排出量削減効果を定量的

に算定することの参考として、汚泥乾燥技術での一酸化二窒素（N2O）の排出係数について、

調査事例を以下に示す。 

 

１．調査対象処理方式と実態調査方法 

調査対象処理方式は、「Ａ）汚泥を乾燥して造粒するもの」、「Ｂ）油を熱媒体として乾燥する

もの」、「Ｃ）汚泥を乾燥しペレット状にするもの」の 3 方式とし、それぞれ 1 処理場、合計３

処理場を対象とした。 

各方式における N2O 排出実態調査は、現地測定調査とし、月変動を把握するためのスポット

調査及び時間変動を把握するための連続調査の２つの調査を行なった。調査項目を表資-6.1 に

示す。 

ガス採取箇所は、図資-6.1に示すように各処理システム中で発生したガスを集約・処理した

後に大気放出している脱臭設備等の排気筒とし、それぞれＡ処理場＝1 箇所、Ｂ処理場＝1 箇所、

Ｃ処理場＝2 箇所（連続調査は 1 箇所）からガス採取・分析を行った。ガス採取の方法は、「下

水道における地球温暖化防止実行計画策定の手引き、平成 11 年 8 月、（社）日本下水道協会」

に記載されている「煙道からの温室効果ガス（N2O）の測定方法」に準拠して行った。 

表資-6.1 汚泥乾燥技術の調査項目（現地測定調査） 

 Ａ）乾燥造粒 Ｂ）油温乾燥 Ｃ）乾燥（混合焼却）

１．調査対象技術の概要 汚泥を乾燥して 

造粒するもの 

油を熱媒体として

乾燥するもの 

汚泥を乾燥しペレッ

ト状にするもの 

２．施設名称 Ａ処理場 Ｂ処理場 Ｃ処理場 

３．調査項目 

①スポット ガス採取時期 1 回/月（平成 22 年 12 月、平成 23 年 1 月、2 月、3 月の 4 回） 

毎回、時間間隔をあけて 2 検体採取・測定を行う 

ガス分析項目 N2O 濃度（ガスクロマトグラフ法） 

ガス量、水分量（現地測定） 

②連続 ガス採取時期 1 週間連続（平成 23 年 1 月～3 月のうち 2 回） 

ガス分析項目 N2O 濃度（NDIR：2 光路光断続式赤外線吸収法） 

４．ガス採取箇所 １箇所 

熱媒加熱装置排気筒 

１箇所 

臭気燃焼炉排気筒

２箇所※ 

蓄熱式脱臭炉排気筒

直燃式脱臭炉排気筒

５．収集データ 汚泥処理量、汚泥性状、燃料使用量、電力使用量 他 

※連続モニタリング調査は１箇所 
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汚泥 

(脱水汚泥) 

固形燃料 

 
汚泥乾燥装置 

熱源 

脱臭装置 臭気 
排ガス 

排気筒 熱源ボイラ 
兼用の場合 

：ガス採取位置 

熱源 

 
図資-6.1 ガス採取位置概略図（汚泥乾燥技術） 

 

２． 現地測定調査方法 

2-1 スポットサンプリング調査 

スポットサンプリング調査は、以下の方法で行った。 

 

（１）調査時期･回数 

・各処理方式とも 1 回/月（計 4 回） 

・1 回の調査につき、時間間隔をあけて 2 検体採取・測定を行った※ 

※1 日に 2 検体採取・分析を行う目的は、1 日のうちで N2O 濃度の変動の有無を調べる

ことにある。処理汚泥量や脱臭風量の日間変化を確認して採取間隔を設定した。 

 

（２）調査・分析項目 

・N2O 濃度※ 

・ガス量、水分量（現地測定） 

※ガス採取時に行なうアルカリ剤を用いた前処理で吸収される CO2の濃度に応じた補正

を以下の式により行い、結果をとりまとめた。 

N2O 濃度[vol-%]＝N2O 実測値[vol-%]×｛（100－CO2実測値[vol-%]）／100 ｝ 

 

（３）ガス採取方法・手順 

・ガス採取の際には捕集バッグ内での N2O 濃度変化を防ぐため水分と二酸化硫黄を除去

する必要がある。本調査では、「下水道における地球温暖化防止実行計画策定の手引き、

平成 11 年 8 月、(社)日本下水道協会」に記載の方法（「ダクトからの温室効果ガスの測

定方法」及び「煙道からの温室効果ガスの測定方法」）に準拠して、アルカリ剤及び乾

燥剤等でそれらを除去した上でガスを採取した。 

 

（４）ガス分析方法 

・採取ガスを持ち帰り、ガスクロマトグラフ法（JIS K 0114）により分析を行った。 
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2-2 連続モニタリング調査 

連続モニタリング調査は、以下の方法で行った。 

 

（１）調査時期・回数 

・各処理方式とも 1 週間連続（計 2 回） 

・連続モニタリング調査実施期間中にスポットサンプリング調査を実施することとし、

連続測定結果の精度を高めた。 

 

（２）調査・分析項目 

・N2O 濃度（赤外線連続測定計器（堀場製作所、マルチガス分析計 VA-3001）による連

続モニタリング） 

 

（３）ガス採取方法・手順 

・N2O 連続測定器によるガス分析にあたっては、あらかじめ採取ガス中の水分を除去し

たガスを採取し分析した。 

・測定計器の設置イメージを図資-6.2に示す。 

 

（４）ガス分析方法 

・連続測定器の測定原理は NDIR（2 光路光断続式赤外線吸収法）である。 

 

Ｎ２Ｏ測定器

脱臭ダクト

サンプリング口

電源コンセント

配管（テフロンチューブ）

１ｍ

１ｍ

 
図資-6.2 N2O 連続測定器の設置イメージ 
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３． 調査結果 

各処理方式について、スポット調査結果や連続調査結果を用いて算出した N2O 排出係数を

表資-6.2に示す。ここで、排出係数は下式に基づいて算定した。 

 

N2O 排出係数[gN2O/wet-t] 

＝N2O 排出量／汚泥処理量 

＝Σ{乾燥排ガス量[Nm3/hr]×N2O 濃度[ppm]×10－6×(44/22.4)[g/L] 

×103[NL/Nm3]×24[hr/日]｝／Σ{汚泥処理量[wet-t/日]} 

※乾燥排ガス量が測定されている場合、N2O 排出量は観測時間単位(分単位)で計算 

 

N2O 濃度は、各処理方式の連続モニタリング調査期間中に実施したスポット採取ガス分析

結果と連続モニタリングデータがほぼ一致したことから連続データを採用した。 

また、乾燥排ガス量は、処理場で連続的に測定されている場合には当該データとし、それ

がない場合には連続調査期間中に実施したスポット調査時に２回実測した乾燥ガス量の平均

値とした。このようにして算出した N2O 濃度と乾燥排ガス量から単位時間当たりの N2O 排

出量を算出し、その合計値を連続調査期間中の汚泥処理量合計値で除して、N2O 排出係数の

汚泥処理量加重平均値を算出した。 

Ａ処理場（乾燥造粒施設）の排出係数は 0.0gN2O/ wet-t であった。 

Ｂ処理場（油温乾燥施設）の排出係数は第１回調査では 27.3gN2O/wet-t、第２回調査では

10.9gN2O/wet-t であり、調査時期によって異なっていた。 

Ｃ処理場の排出係数は、蓄熱式脱臭炉では 0gN2O/ wet-t、直燃式脱臭炉では 9.5gN2O/wet-t で

あり、脱臭炉の方式によって異なっていた。 

 

表資-6.2 現地測定調査（連続測定）結果に基づく汚泥乾燥技術の N2O 排出係数 

Ａ処理場 Ｂ処理場 Ｃ処理場

乾燥造粒施設 油温乾燥施設 乾燥(混合焼却)施設

排出量 第1回 － 1,342.8 0.1

[gN2O/d] 第2回 0.9 524.0 516.8

汚泥処理量 第1回 － 49.2 110.9

[wet-t/d] 第2回 51.3 48.1 54.6

排出係数 第1回 － 27.3 0.0

[gN2O/wet-t] 第2回 0.0 10.9 9.5

採用値 0.0 18.4 9.5

※排出量、汚泥処理量は平均値、排出係数は加重平均値である。
※Ｃ処理場の乾燥施設では第1回は蓄熱式脱臭炉で、第2回は直燃式脱臭炉で調査し、
　排ガス量の比率は、直燃式脱臭炉：4割、蓄熱式脱臭炉：6割となっていた。また、
　Ｃ処理場における排出係数の採用値は第2回の値を採用した。  
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【参考資料】煙道からの温室効果ガスの測定方法 
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参考資料－7 ケーススタディ（固形燃料化及びﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電）の検討ｹｰｽについて 

 

１．汚泥処理方式 

平成 24 年度下水道統計より、水処理施設現有能力別に汚泥処理方式の割合を集計すると

図資-7.1 の通りである。小規模ほど「濃縮-脱水」の割合が多くなっており、「濃縮-消化-脱

水」の割合は数万～10 万 m3/日で比較的多くなっている。また、規模が大きいほど焼却工程

を有する割合が高くなる傾向にある。 
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図資-7.1  水処理施設現有能力と汚泥処理方式の実績 

 

２．導入施設の規模 

2-1 焼却施設 

焼却施設の実績を図資-7.2 に示す。40～60t/日の箇所数が最も多く、平均で 105t/日とな

っている。 

 
図資-7.2  焼却施設の実績 
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2-2 固形燃料化施設 

固形燃料化施設の実績は、表資-7.1 の通りであり、50～100t/日程度が多くなっている。 

 

表資-7.1 固形燃料化施設の規模 

自治体名 処理場名 方式

宮城県 県南浄化センター 造粒乾燥 66 ｔ/日 125,000 m3/日

前橋市 前橋水質浄化センター 高温炭化 50 ｔ/日 84,200 m3/日

東京都 東部スラッジプラント 中温炭化

胎内市 中条浄化センター 高温炭化 7.2 ｔ/日 11,500 m3/日

愛知県 衣浦東部浄化センター 中温炭化 100 ｔ/日 65,600 m3/日

大阪市 平野下水処理場 低温炭化 150 ｔ/日 323,000 m3/日

広島市 西部水資源再生センター 低温炭化 100 ｔ/日 280,000 m3/日

福岡県 御笠川浄化センター 油温減圧 30 ｔ/日 323,200 m3/日

熊本市 南部浄化センター 低温炭化 50 ｔ/日 48,300 m3/日

燃料化規模 下水処理場規模

（汚泥処理センター）100ｔ/日×3系列×2基

 

 

 

2-3 バイオガス発生量 

バイオガス発生量の実績は、図資-7.3 の通りであり、平均で 2,800Nm3/日となっており、

規模の小さな処理場が多くなっている。 

 
図資-7.3  バイオガス発生量の実績 

 

 

 

バイオガス発生量（Nm3/日）
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2-4 バイオマス受入 

バイオマス受入を行っている処理場の規模は、表資-7.2の通りであり、比較的小規模の処

理場で導入されている。 

 

表資-7.2 バイオマス受入を行っている処理場の規模 

生ごみ し尿
浄化槽
汚泥

農集
汚泥

その他

珠洲市 3,600 m3/日 ○ ○ ○ ○ -

黒部市 13,200 m3/日
ﾃﾞｨｽﾎﾟｰ

ｻﾞ
- ○ ○

コーヒー
粕

北広島市 25,000 m3/日 ○ ○ ○ - -

恵庭市 47,500 m3/日 ○ ○ ○ - -

自治体名 下水処理場規模

受入バイオマス

 
 

３．検討ケースの設定 

ケーススタディーを行う処理水量を 20,000、50,000、100,000m3/日とし、導入実績を踏ま

え、検討ケースは表資-7.3の通り設定した。 

 

表資-7.3 検討ケースの設定 

消化槽既設

消化槽新設

バイオマス受入
+消化槽新設
+固形燃料化

バイオマス受入
+消化槽新設

+バイオガス発電

－固形燃料化

バイオガス
発電

バイオマス
受入 消化槽新設＋バイオガス発

電のケースにバイオマス受
入による収益の増減

－ －

2万m3/日 5万m3/日 10万m3/日

バイオガス発電利用導入による収益の増減

消化槽+バイオガス発電導入による収益の増減

（現状）
　濃縮-脱水
　濃縮-脱水-焼却
（エネルギー化）
　濃縮-脱水-固形燃料化
　濃縮-消化-脱水-固形燃料化

（現状）
　濃縮-脱水-焼却
（エネルギー化）
　濃縮-脱水-固形燃料化
　濃縮-消化-脱水-固形燃料化

－
消化槽新設＋固形燃料化
のケースにバイオマス受入

による収益の増減
－

 



参考資料－8　水素の有効利用ガイドブック（水素の安全な取り扱い）
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※　出典：水素の有効利用ガイドブック　平成20年３月　（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

※
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参考資料－9　水素の有効利用ガイドブック（水素の基本特性）
※

※　出典：水素の有効利用ガイドブック　平成20年３月　（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構
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